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要 旨

国立大学の法人化以降、国立大学に配分される基盤的経費は削減の一途である。その影響で各大学
が所属する研究者に配分する研究費も削減され、専任教員として積極的に研究に取組むには外部研究
費の獲得は不可欠である。特に文部科学省と日本学術振興会が募集、評価、配分を行う科学研究費（科
研費）の獲得は重要である。一方、国立大学教員養成学部・教職大学院の専任教員は教育や管理運営
業務の多忙化により、科研費への申請や採択が難しくなっている場合も少なくない。そこで、本研究
では、某国立大学教員養成学部・教職大学院の科研費の採択課題の保有に関連する要因を明らかにし
た（研究1）。また、科研費の新規採択に影響する要因を前向きの研究デザインで解明を試みた（研
究2）。研究1では2019年度に佐賀大学教育学部および大学院学校教育学研究科に所属している専任
教員を研究対象とし、2019年6月に質問紙調査を行った。2019年6月時点の科研費の採択課題の保有
に関連する要因を分析した。研究2では2019年11月に科研費を新たに申請した専任教員36名を研究対
象とし、新規採択に影響する要因を分析した。研究2の対象のうち6名には申請書の査読を中心とし
た科研費申請サポートを提供したので、その新規採択への影響も検討した。研究1の結果から、科研
費に採択される自信が高いほど科研費の採択課題の保有率は高く、教授の保有率は低いことが示され
た。研究2の結果から、科研費申請サポートの提供は科研費の新規採択率を高める可能性が示された。
以上の結果から、科研費の採択に影響する要因は複数考えられるが、申請書の査読を中心とする科研
費申請サポートや科研費に関する心理的要因への介入が教員養成学部・大学院の科研費採択数に影響
する可能性があると考えられた。
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Ⅰ．研究の背景と目的
国立大学の法人化以降、国立大学の基盤的経費ともいえる運営費交付金の削減が続いている。その影響

を受けて各大学から専任教員に支給される研究費も減り、専任教員として教育と研究に真剣に取組むため
には外部研究費の獲得が不可欠となりつつある。文部科学省と日本学術振興会が募集、評価、配分を行う
科学研究費（科研費）は国内の代表的な競争的基盤研究費である。

日本学術振興会が所管する科研費は、2020年度版科研費ハンドブック（文部科学省研究振興局・独立行
政法人日本学術振興会，2020）によると「人文学、社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎
から応用までのあらゆる『学術研究』（大学等の研究者の自由な発想に基づく研究）を対象とした唯一の
『競争的資金』」とされている。研究内容や規模により様々な研究種目が設定されており、規模の大きな
順に「特別推進研究」「新学術領域研究」「学術変革領域研究」「基盤研究（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ）」「挑戦的研
究」「若手研究」「研究活動スタート支援」などがある。また、大学等の研究者以外も応募できる「奨励研
究」もある。2020年度版科研費ハンドブック（文部科学省研究振興局・独立行政法人日本学術振興会，
2020）によると、2021年度（令和3年度）に実施する補助事業から「競争的研究費の直接経費から研究以
外の業務の代行に係る経費（バイアウト経費）の支出」が可能になり、科研費の直接経費で研究代表者の
代わりに授業担当となる学外非常勤講師を任用できるようになる、との制度の大きな改正が行われた。

佐賀大学でも法人の中期目標・中期計画として、各部局の申請率90％以上、新規採択率20％以上を掲げ
ている。その達成に向けて大学全体では基盤研究Ｂより大きな研究費獲得を目指す研究者への査読システ
ムが展開されている。著者の所属する教育学部と大学院学校教育学研究科（教職大学院）では研究担当副
学長の要請を受けて科研費申請書の申請前査読を中心とした科研費申請サポートに取組んできた。そのよ
うな取組による成果は一定程度あると想定しているものの、成果を科学的に評価した試みは少ない。

本研究の目的は、教育養成学部・教職大学院の専任教員における科研費採択に関連する要因を次の2つ
の研究を通して明らかにすることであった。すなわち、研究1の目的は、教育学部および教職大学院の専
任教員の日本学術振興会科研費の採択状況に関連する要因を明らかにすることであった。研究2の目的
は、教育学部および教職大学院の専任教員における科研費の新規採択に関連する要因を解明することで
あった。以上の検証を通じて、佐賀大学教育学部と教職大学院の研究推進部門の委員会がどのように対策
をとるべきか、とれるのかを明らかにしたい。

Ⅱ．研究1
2‐1．研究1の目的

研究1の目的は、佐賀大学教育学部および教職大学院の専任教員における日本学術振興会科研費の採択
課題の保有に関係する要因を横断研究のデザインで明らかにすることであった。
2‐2．研究1の研究対象

研究対象は、佐賀大学教育学部および教職大学院に2019年6月時点で所属していた専任教員63名（学部
52名、大学院11名）であった。調査対象63名の内訳は、男性が54名に対し女性は9名であった。男性54名
のうち、教授は36名、准教授・講師は18名、女性9名のうち教授は5名、准教授・講師は4名であった。
2‐3．研究1の研究方法

本研究は、教育学部と教職大学院の専任教員に対し、「外部研究費に関係するアンケート」（付録1を参
照）と称して質問紙調査を行った。本調査は2019年6月開催の教員会議で参加者全員に質問紙を配布し、
会議中に回答させ会議終了後に回収した。教員会議への欠席者に対しては、著者が数日以内に個別に研究
室を訪問し、研究の趣旨説明と回答を依頼した。最終的に全専任教員から回答済みの質問紙を回収した。
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質問項目は、1）2019年6月時点で日本学術振興会の科研費の採択課題があるか、2）採択課題がない
場合の2019年度内の科研費申請の予定、3）科研費申請および採択に対する心理的要因、4）他の外部資
金への申請状況や予定、についてであった。具体的には、「1）2019年6月時点で日本学術振興会の科研
費の採択課題があるか」は2019年6月時点での科研費採択課題の有無とその採択期間の回答を依頼した。
「2）採択課題がない場合の2019年度内の科研費申請の予定」については、2019年4月に不採択となった
課題をもつ場合の審査結果（不採択課題のＡ、Ｂ、Ｃのいずれに該当か）、2019年11月に申請予定の科研
費の種目、申請を予定していない場合はその理由を尋ねた。「3）科研費申請および採択に対する心理的
要因」は、科研費申請の重要性、申請書作成が得意か、科研費に採択される重要性、科研費申請し採択さ
れる自信をそれぞれ7段階で尋ねた。「4）他の外部資金への申請状況や予定」は科研費以外の外部資金
に申請する予定があるか、ある場合にはどの助成金に申請を行う（予定）かを尋ねた。

本研究は学部の研究推進・論文編集委員会における業務の一環として実施した。そのため、研究倫理委
員会の承認は受けずに実施した。しかし、本研究の実施に先立ち、学部長の諮問会議（学部長室会議）に
調査内容の事前説明と実施の許可を得た。
2‐3．研究1の結果
2019年6月時点で科研費の採択課題を持つ者は24名（全専任教員の38．1％）であった。その内訳は男性

18名（採択課題保有者の75％、男性教員の33．3％）、女性6名（採択課題保有者の25％、女性教員の66．7％）
であり、性別による採択課題の保有割合には有意傾向が認められた（p＝0．057）。

科研費申請への重要性は、全体平均が5．6±1．6点（点数が大きいほど申請する重要性の認識が高いこと
を意味する）であった。教授41名の平均は5．5±1．6点に対し、准教授・講師22名の平均は5．8±1．7点とや
や高かったが、独立2標本の t 検定で有意差は認められなかった（t＝0．67，p＝0．508）。男性54名の平均
は5．5±1．7点に対し、女性9名の平均は6．2±0．7点と高く、独立2標本の t 検定で有意差が認められた（t
＝2．31，p＝0．028）。

科研費申請書作成が得意かは、全体平均が3．5±1．7点（点数が大きいほど申請書の作成が得意であるこ
とを意味する）であった。教授41名の平均は3．5±1．7点に対し、准教授・講師22名の平均は3．5±1．5点で
有意差は認められなかった（t＝0．13，p＝0．896）。男性54名の平均は3．4±1．8点に対し、女性9名の平均
は3．9±0．8点と高かったが有意差は認められなかった（t＝1．31，p＝0．202）。

科研費に採択される重要性は、全体平均が5．5±1．6点（点数が大きいほど科研費に採択される重要性の
認識が高いことを意味する）であった。教授41名の平均は5．4±1．7点に対し、准教授・講師22名の平均は
5．6±1．6点とやや高かったが有意差は認められなかった（t＝0．41，p＝0．685）。男性54名の平均は5．4±
1．7点に対し、女性9名の平均は6．1±0．6点と高く有意差が認められた（t＝2．41，p＝0．022）。

科研費に採択される自信は、全体平均が3．3±1．7点（点数が大きいほど科研費に採択される自信の認識
が高いことを意味する）であった。教授41名の平均は3．4±1．7点に対し、准教授・講師22名の平均は3．1
±1．6点とやや低かったが有意差は認められなかった（t＝0．63，p＝0．531）。男性54名の平均は3．2±1．8
点に対し、女性9名の平均は3．8±0．8点と高かったが有意差は認められなかった（t＝1．47，p＝0．157）。
2019年6月時点の科研費採択課題の保有に関連する要因を明らかにするために多重ロジスティック回帰

分析を行った結果、「教授か否か」「科研費に採択される自信」に有意なオッズ比が認められた。すなわち、
准教授・講師の科研費採択可能性を1とした場合に、教授の採択可能性であるオッズ比は0．12（95％信頼
区間0．25～0．61）であった。また、科研費に採択される自信のオッズ比は4．24（95％信頼区間1．67～10．9）
であった。
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2‐4．研究1に対する考察
研究1の最も主要な研究知見は、科研費に採択される自信が高いほど採択課題の保有率は高い、という

結果が得られたことであった。科研費に採択される自信が1点増すごとに科研費採択可能性は4．24倍高い
との結果であった。科研費に採択される自信が高い（原因）から科研費の採択課題の保有率が高い（結果）
と解釈したくなるが、慎重になるべきである。なぜなら、科研費に採択される自信を尋ねた2019年6月に
比べて、本研究で採択課題の保有の事実が確定したのは2019年4月以前であり、科研費に採択された実績
がある（原因）ので科研費に採択される自信が高い（結果）との解釈も可能だからである。いずれにして
も、科研費に採択される自信は科研費の採択課題の保有に関連する要因であり、科研費に採択される自信
を用いて採択課題の保有を予測する際には有効である可能性が高く、引き続き研究を続ける価値があると
考えられた。

研究1の第二の知見は、准教授と講師の採択率に対し、教授の科研費の採択可能性は88％低いというも
のであった。このような現象がみられた真の理由はわからないが、いくつか可能性が考えられる。第一に、
佐賀大学は教授に就任することで全学や学部の主要な役職を担当することが少なくない。そのため、研究
や論文執筆に要する時間が得られにくく、そのことが原因で科研費の採択率が低く抑えられてしまってい
る可能性である。もう一つの可能性は、教員養成学部の研究は一般的なサイエンス系の学術研究と質が異
なる点である。教員養成学部は教員という職業人養成の専門学部であり、教員養成に関する学術研究が様々
な理由から容易でないことが原因として考えられる。

Ⅲ．研究2
3‐1．研究2の目的

佐賀大学教育学部と教職大学院の専任教員における科研費の新規採択に影響する要因を前向きに追跡し
検討することであった。
3‐2．研究2の対象

研究2の対象は、佐賀大学教育学部と教職大学院の専任教員のうち科研費に2019年11月に申請した36名
であった。研究対象の36名の内、教授は24名（66．7％）、女性4名（11．1％）であった。
3‐3．研究2の研究方法

本研究は、日本学術振興会科研費に2019年11月に申請を行った36名を追跡し、2020年4月に新規採択の
有無を確認した。2020年4月の科研費への新規採択に関係する要因を明らかにするために、以下の項目を
用いた。すなわち、教授か否か、性別、科研費に関する心理的要因は2019年6月に実施した「外部研究費
に関係するアンケート」の回答データを用いた。また、36名のうち6名に対し科研費申請サポートを行っ
たので、科研費申請サポートの有無も関連要因に設定した。

科研費申請サポートとは、研究担当の副学長の要請に基づき、科研費申請書のピアレビューを中心とし
たサポートを提供した。サポートの提供はケースバイケースであるが、サポート受講者1名に対し、担当
責任者1名（研究推進・論文編集委員が担当）と査読等の担当者2名の計3名の体制で提供した。

研究2も、研究1と同様に学内業務として実施したため、研究倫理委員会の承認は受けずに実施した。
3‐3．研究2の結果
2019年11月に科研費申請を行った36名に対し、2020年4月1日に科研費が新規採択されたのは6名で

あった。科研費に新規採択された6名の内、6名全員が准教授であり、男性が5名、女性が1名であった。
科研費に新規採択された6名のうち4名（66．7％）は2019年度に科研費申請サポートを受けた教員であっ
た。
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科研費採択に関連する要因を明らかにするために、2020年4月に科研費に新規採択されたかどうかをア
ウトカムとし、「性別」「科研費申請の重要性」「科研費申請書作成が得意か」「科研費に採択される重要
性」「科研費に採択される自信」「科研費申請サポートの受講の有無」を独立変数とした多重ロジスティッ
ク回帰分析を行った。その結果、科研費申請サポートを受講した場合のオッズ比は97．1（95％信頼区間2．04
～4631．2）であった。また有意（p＝0．052）ではなかったが、科研費に申請する重要性のオッズ比は16．3
（95％信頼区間0．98～270．7）であった。
3‐4．研究2に対する考察

研究2における主要な研究知見の一つ目は、教育学部・教職大学院で行った2019年度科研費申請サポー
トは科研費の新規採択を高める可能性があることが示された点である。研究2の強みは、研究1とは異な
り、2019年度の科研費申請サポートは科研費の新規採択が公表された2020年4月上旬より時間的に先行し
ており、科研費申請サポートの受講が原因であり、科研費の新規採択率が高いことが結果であると解釈で
きる可能性が高い点である。2019年度の科研費申請サポートが今回上手く機能したように見える主要な理
由は二つ考えられる。

第一に、科研費申請サポートの対象者を極めて有効に選び出したことである。研究1の結果から准教授・
講師は科研費採択の可能性が高いことが示されたため、2019年度の科研費申請サポートの対象者は「准教
授か講師」に絞り込んだ。もう一つの選出条件として、「2019年4月に科研費の結果が不採択であったも
のの審査結果がＡの教育職員」か「2019年度に採択課題が終了を迎える教育職員」のいずれかへの該当者
を選んだ。以上のように、科研費に新規採択される可能性が高い者を抽出した点が今回の素晴らしい結果
の一員であろう。

第二に、科研費申請書の査読（ピアレビュー）が上手く機能した可能性も考えられる。教育学部などの
部局で科研費申請書の査読が義務化された2018年度の取組みのノウハウを活かし、査読の方法やフィード
バック方法を工夫した点が好結果を生みだした可能性がある。

Ⅳ．総合討論
4‐1．科研費の採択課題保有に関する考察

研究1の結果から、科研費に採択されている者は准教授や講師に多く、科研費に採択される自信が高い
などの心理面の影響も無視できない可能性が示された。科研費の採択率は教授の場合で82％低いとの結果
であった。本結果の想定される理由は、佐賀大学において教授は学内の主要な役職を担い管理運営業務な
どで多忙であること、教育と研究業務も多く元々より多忙でかつ学内研究費が少ないため研究に要する時
間がとりにくいこと、などが考えられる。いずれにしても、科研費に採択される准教授や講師をいかに「科
研費に採択される教授」に育成していくかが教育学部と教職大学院の研究推進委員会の重要なミッション
になるであろう。
4‐2．科研費の新規採択に関する考察

研究2の結果から、複数の工夫を行った科研費申請サポートは科研費の新規採択に有効である可能性が
示された。本研究における複数の工夫とは、科研費に採択される可能性の高い者を選んだこと、どのよう
なサポートを受けたいかを受講者に選ばせたこと（付録2を参照）、科研費申請書の査読もフィードバッ
クの方法を良い点を伸ばし不要な批判は最小限にしたこと、などが挙げられる。著者の主観であるが、そ
のうち最も有効であったのは、科研費に採択される可能性の高い者を選び科研費申請サポートを提供した
こと、だと考えている。科研費不採択の場合の審査結果がＡ評価であった者も採択可能性が高いと想定し
科研費申請サポートの対象としたことも有効であったと思われる。不採択の場合の審査結果は個人情報で
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あり佐賀大学の研究協力課もその情報は持っていない。不採択の審査結果の情報を適切に入手しその後の
サポートに活かすべきである。

本研究の結果に基づかない考察となるが、部局の教員個人や集団としての部局の特性を踏まえてサポー
トの在り方を考える必要があるように思う。教育学部や教職大学院の研究者は佐賀大学の他学部の研究者
に比べて強制されることに対する反発心が強いとの印象を持っている。現状のように科研費に申請しなけ
ればダメな研究者とみなす偏見的な風潮や科研費への申請を強制するようなアプローチは逆効果を生むだ
けのような気がする。科研費に申請しなければ罰（学内研究費の削減、部局の予算減）を与えるアプロー
チではなく、科研費に申請したら、採択されたら、不採択でもＡ評価であれば何らかのメリットを与える
などの加点方式のアプローチが有効かもしれない。また、科研費以外の外部資金を持つ場合には申請免除
の優遇を行うなど、科研費に偏らず全体として獲得する研究費を最大化する方法を考えるべきかもしれな
い。また、今回有意差を認めなかったため特に注目し論述しなかったが、女性教員の科研費申請や採択の
潜在的能力が高い可能性を感じた。女性教員の採択課題保有率は66．7％で男性教員の33．3％より高く、科
研費申請の重要性や科研費に採択される重要性の認識は女性の方が男性より良好であった。女性教員の方
が「科研費に採択される教授」に育成しやすいかを今後確認する必要があろう。

最後に、科研費の制度的な面でも改善策を提案したい。現在最も応募の多い基盤研究Ｃも採択率が高く
ないため教育養成学部・教職大学院の研究者の多くには極めて敷居が高いと感じられている。私案である
が、基盤研究Ｄなどのより競争の程度が低い種目を新設し、研究期間が2～8年で研究費総額は300万円
以内などが考えられる。研究遂行がやや困難で科研費の応募に対し敷居が高いと感じている研究者をいか
に減らすかを文部科学省や日本学術振興会は考えてほしい。また、科研費への応募や申請の制度的な対応
も見直すべきかもしれない。「平成31年度科学研究費助成事業科研費公募要領」（独立行政法人日本学術振
興会、2018）の中で「科研費の審査においては、平成30年度助成から新たな審査方式を導入するなどの改
善を図る一方で、近年、科研費のニーズの高まりを受けて応募件数が10万件を超えており、応募件数の増
加に伴って、審査委員として御協力いただいている研究者の審査負担も増加しています。今後、仮に審査
負担が更に増加して研究者への負担が過度になってしまうと、研究者の教育研究への影響や審査の質の低
下も懸念されます。また、応募件数の増加については、昨今、一部研究機関において、科研費への応募を
組織の目標としていることもその一因になっていると考えられます。本来、科研費の応募は研究者の発意
に基づいて行われるものであり、各
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。」と記載された。審査員の視点で考えても、質の低い申請書を多数見なければなら
ないのはストレスフルであり、審査員の研究時間を奪うことから研究リソースの無駄になりかねない。本
件に対する解決策の一つとして、例えば科研費の申請に際して審査料を徴収したり、各研究機関に是正さ
せる意味では不採択率に応じて間接経費の比率を30％から20％やそれ以下に下げるなどの対処療法が必要
になるかもしれない。いずれにしても、我が国の学術の発展に好影響をもたらす可能性の高い仕組みを導
入していただきたい。

4‐3．本研究の限界と今後の課題
本研究にはいくつかの研究上の弱点や限界を有するため、その解釈には慎重さを要する。第一に、本研

究は研究対象者が少なく単独の地方国立大学における単独の学部・大学院における知見である。そのた
め、佐賀大学の他学部や他大学に適用可能か不明である。また、今後同様の研究を行った際に、同様の結
果になるのかは保証されない。可能なら他学部も含めて定期的に継続して研究を進めていく必要があろ
う。第二に、研究対象者に偏りが生じている可能性は高い。最後に、少数の標本に無理やり多変量解析を

山 津 幸 司168



適用したため、解析方法に不備があった可能性がある。数年間で蓄積した十分なサンプル数のデータで研
究する必要がある。
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